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博 士 論 文 要 旨 
 
 
本研究の目的は、地域社会生活におけるレジリエンス（以下、レジリエンスとする）の向上に
より、災害時に支えとなり得る地域との繋がりをつくることに着目した、発達障害児の親に対す
る災害への備え促進プログラム（以下、プログラムとする）を開発することである。以下の 3 段
階で構成した。 
 
研究１：発達障害児の親の「災害への備えの実情」と「レジリエンス」の解明 
 自閉症スペクトラム障害または注意欠陥多動性障害がある(併存含む)3～12 歳の子を育てる親
10 名を対象に半構成的面接調査を行い、記述的質的分析により以下を得た。災害への備えの実情
には「災害への備えの必要性に関する意識の差」「災害時に必要な備えの個人差」「災害時に支え
となり得る地域との繋がりの差」があった。レジリエンスは 16 カテゴリからなり、相手方に対
応を求める、子どもの障害や親役割の認識が変わる、無理解者を認容し積極的に離れる、などが
みられた。 
 
研究２：プログラム立案、および専門家への意見聴取による内容妥当性や安全性の検討 
 研究１の結果を基に検討した支援ニーズを根拠に、3 回 1 コースのプログラムを立案した。構
成は、1 回目：「災害時に起こり得ることの具体的なイメージ化」と「必要な備えの自己の状態の
判断」への支援により家族でできる備えの行動化を促す、2 回目：「地域との繋がりの自己診断」
を行い地域との繋がりづくりに向けて一歩踏み出すことを支援する、3 回目：地域との繋がりづ
くりに向けた行動の振り返りと Boniwel ら（2009）による SPARK モデルを取り入れたレジリエ
ンスを高めるワークを行う、であった。発達障害児と親への支援、被災地での支援、レジリエン
ス向上の支援経験がある専門家 7 名からプログラム案の意見を聴取した結果、内容は概ね妥当で
あり、安全性として抽象的思考が苦手な人、様々な傷つき体験をしている人への配慮の必要性が
指摘された。 
 
研究３：プログラムの試行による有効性の検証（影響（impact）評価） 
2 グループ 9 名(3 名と 6 名)の発達障害児の親を対象に、研究者自身がプログラムを実施した。
プログラム中の参加観察と１か月後の面接聴取により得た質的データの分析と、鈴木ら（2015）
による養育レジリエンス質問票（PREQ）と平野（2010）による二次元レジリエンス尺度（BRS）
の事前、終了時、1 か月後の数値の変化によりプログラムの影響を評価した。 
「災害に備えて地域の人と繋がる必要性の気づき」および「地域との繋がりづくりに向けた行
動化」は参加者 9 名中 8 名に、「家族でできる備えの行動化」は 9 名全員に見られた。また、PREQ
の合計点は終了時に、BRS の合計点と「獲得的要因」は 1 か月後に有意傾向（p 値<0.1）な上昇
があった。以上から、本プログラムは一定の有効性があると示唆された。 
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PhD Dissertation Summary 
 
 
Development of Disaster Preparedness Programs for Parents of Children with Developmental Disorders: 
Building Connections with Local Communities by Enhancing Resilience 
 
The researchers implemented a program of two groups of nine parents (three in one and six in the other) of 
children with developmental disorder. The effects of the program were assessed by analyzing qualitative 
data obtained through observations of the participants and interviews conducted one month later and by 
changing numerical values before, at the end of, and one month after the implementation of the PREQ by 
Suzuki et al. (2015) and the BRS by Hirano (2010). Eight participants showed “awareness of the need to 
connect with local people in preparation for disasters” and “taking action to build connections with local 
communities”. All nine participants were “making preparations for the family.” There was significant 
increases in the PREQ total score at the end of the program, and in the BRS total score and "Acquired 
factor" at one month after. These results suggest that the program had a certain level of effectiveness. 
 
 
 
This reseach aims to develop and evaluate a disaster preparedness promotion program for parents of 
children with developmental disorders, focusing on building the families’ connections with their local 
communities to support them in the event of a disaster, by enhancing their resilience in community life. The 
following studies were carried out. 
 
Study 1: Clarification of the situation of disaster preparedness and resilience of parents of children with 
developmental disorders 
Semi-structured interviews were conducted with 10 parents of 3- to 12-year-old children with autism 
spectrum disorder or attention deficit hyperactivity disorder (concomitantly). The actual situation of 
disaster preparedness showed differences in awareness of the need for disaster preparedness, differences in 
disaster preparedness, and differences in connections with communities that could support them in the 
event of a disaster. Resilience was difined as comprising 16 categories, including asking for 
countermeasures, changing perceptions of children's disorders and parental roles, and accepting those who 
did not understand, and actively leaving.  
 
Study 2: Program planning and evaluation of appropriateness and safety of program contents based on 
expert opinions 
Based on the support needs identified in Study 1, three one-course programs were designed. The first was 
aimed at encouraging families to make preparations for a disaster by offering a concrete image of what can 
happen in a disaster and determining the families’ current state of necessary preparations. The second was 
designed to support families’ self-diagnosis of connections with their local communities and help them take 
steps toward building further connections. The third program reviewed their actions and improved their 
resilience using Boniwel et al.’s (2009) SPARK model. Seven experts with experience in supporting 
families of children with developmental disorders, working in disaster-stricken areas, and helping improve 
resilience were invited to give their opinions on the program plans. The experts considered that the program 
contents were generally appropriate and pointed out that consideration should be given to those who do not 
excel at abstract thinking as appropriateness and to those who have experienced various injuries as safety. 
 
Study 3: Testing the effectiveness of a program (impact evaluation) 
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第１章 序論 
Ⅰ．研究の背景 
わが国にとって災害への備えは最重要課題の一つであり、備えの必要性が一層高いのは高齢者、
障害者、乳幼児などの災害対策基本法が規定する「特に配慮を要する者（要配慮者）」である。要
配慮者の中で「発達障害児」について、高田（2015）は大規模災害が発達障害児に及ぼす影響と
して「いつもと異なる行動が求められるため、興奮・パニックなどをしばしば引き起こす。避難
生活になかなか適応できず、大きな声を上げて動きまわり、他の被災者とトラブルを生じること
もある。」と述べている。災害発生時は、生命と生活を守るために避難所での集団生活や物資確保
のための集団行動が必要になることが多く、発達障害児と家族は他の要配慮者に比べ、障害特性
から特に困難やストレスが伴うのではないかと考える。また、公的機関による災害対策について、
高齢者や身体障害者への対策は進められつつあるが、精神障害者や知的障害者、発達障害者への
対策が進んでいない現状がある（阿部, 2012；菅原・清水・藤原, 2012）。これらから、発達障害児
と家族は一般住民と同様の条件での災害時の対応や避難所での生活を余儀なくされる現状があり、
かつ、先に述べたように集団生活に特に困難やストレスを伴うために、災害への備えの必要性が
特に高い対象と考える。 
発達障害児と家族の災害への備えについて、菅原他（2012）は、自閉症児を持つ家族の「自助」
の柱として、①物的備え、②避難ルートや避難所の下見・災害を予測した訓練、③地域とのつな
がり、④本人の力を育てる、を挙げている。熊井他（2015）は、常用薬等の準備、避難所・福祉
避難所の確認、「助けてカード」等の作成、精神的安定に資する物品や食べられる非常食の準備、
地域とのつながりの構築などの必要性を述べている（熊井・菅原・松浦・黒沢・蔦森・末永, 2015）。
これらの備えの中で、小野・志賀・横溝（2005）によると、在宅療養者に対する看護職の働きか
けによる防災対策の意識や対策の変化を調査した結果、「防災物品の準備」や「薬品名をメモする
こと」は変化があったが、「災害に備えて近所の人に『何かあったらよろしく』とお願いしておく
こと」は変化が見られず取り組めなかったと示されている。したがって、発達障害児と家族の災
害への備えとして、物品の準備等は比較的行いやすいが、地域との繋がりをつくることは容易で
はないことが推察される。加えて、物的備えであるコミュニケーショングッズの開発や紹介（奥
平,2012; 藤沢・小林, 2012）はなされているが、「地域との繋がり」についてはどのように構築し
たらよいかその方法を明らかにした研究や活動報告は見当たらない。「自閉症の人たちのための防
災・支援ハンドブック」（日本自閉症協会，2012）には、「災害時には普段からの『繋がり』の多
さが力になる。いざ避難所に入ってから障害を知ってもらおうとしてもそれには相当の困難が伴
う。障害の理解よりも『本人』を知っている人を増やしておくことの方が大切である。」と書かれ
ている。菅原他(2012)も、「地域とのつながり」について、「日ごろから地域との交流を意識しその
人（児）を理解してもらうことは、孤立感を防ぎ家族の負担を軽くし、災害時には物理的にも精
神的にも大きな助けとなる」と述べている。以上から、発達障害児と家族にとって「日頃から地
域との繋がりをつくる」ことは災害への備えの『要』になると言えるが、自分たち自身で繋がり
をつくることは容易ではなく、かつその支援方法も明らかにされていないため追究すべき研究課
題と考えた。 
地域との繋がりの側面から災害に備えるための支援を検討するため、災害発生時において地域
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住民との関係が発達障害児と家族にもたらす影響を先行研究において検討した（細谷・石丸・宮
﨑, 2017）。その結果、「発災時や発災前から周囲に理解や支えを求める行動をしても理解や支えが
得られず落胆する」や「障害を隠し地域から孤立していたことによる発災時の諦めや困難」とい
った状況が確認された。一方、「周囲とのトラブルの中で努力を続けて社会生活を過ごしてきたた
め、本人の生活力の高まりや親自身が子育てを肯定する機会になる」といった影響も確認された。
説明しても必ずしも理解が得られない状況の中、努力を積み重ね、地域住民との関係を築いてい
る発達障害児の親も存在していることが明らかになった。発達障害は、その特性として、自閉症
スペクトラム障害では主たる症状に社会性の障害やコミュニケーションの障害があり、ADHD で
は不注意、多動性、衝動性を特徴とする行動の障害があり（鳥居，2009）、他者との繋がりを築く
ことや社会的な活動に困難を生じやすい。さらに、「発達障害は、『見えにくい障害』といわれて
おり、一見何の障害ももっていないように見えるために支援よりも批判や攻撃を受けることの方
が多くなってしまい、周囲から障害が理解されないことが最大の問題である（鳥居，2009）」とも
言われている。以上から、発達障害児と家族は、障害特性と周辺住民の障害に対する無理解によ
って、地域住民との関係において災害時だけではなく日頃から様々な困難、ストレスフルな状況
に直面しやすいと考えられた。そのため、「日頃から地域との繋がりを築く」ためには、困難やス
トレスフルな状況に直面した際、落胆しても立ち直り、困難の解決に向かったり、糧にしたりす
ることができる力、すなわち「レジリエンス」を高めることが一つの方法として有効と考えた。 
レジリエンスとは、語源をたどればゴムの弾性などを議論する際の指標として用いられていた
物理学用語であり、1970 年代頃から Garmezy や Rutter らよって心理学や精神医学に導入されてい
る概念である（川野，2013）。Grotberg（2003）は、「レジリエンスとは生きている中で避けること
のできない逆境に対し、対処したり、克服したり、学んだり、それによって変わることすら可能
にする、人間のもつ能力」と定義している。鈴木他は、自閉症スペクトラム児（者）をもつ母親
の養育レジリエンスの構成要素を明らかにしており、その中の「社会的支援」というカテゴリに
「聴き手の認知」、「支援者の認知」、「無理解者の認容」という概念を示している（鈴木・小林・
森山・加我・平谷・渡部・山下・林・稲垣，2015）。発達障害児の親が、「発災時や発災前から周
囲に理解や支えを求める行動をしても理解や支えが得られず落胆する」といった状況に対し、人
に頼れないという覚悟や諦めの感情を抱き社会から孤立するという方向に進まずに、一端は落胆
しても理解が得られない人を認めて許容し周囲の人との関係を築いていく方向に歩んでいける力
としてレジリエンスを高めることが重要と考えた。 
レジリエンスを高め、人との繋がりをつくれることは発達障害児自身にとっても必要であるが、
発達障害児のいる家族を単位に地域との繋がりを考えた時、地域の中で人に頼れないという諦め
や孤立の状態に至ることを未然に防ぐために、障害がわかる時期であり、かつ幼稚園や小学校な
どを通して地域との関わりが増える幼児期から学童期の子を持つ親に着目することが重要と考え
た。また、繋がりとは双方向性のものであるため、地域との繋がりをつくるためには地域側にも
繋がる意思のある人々の存在が必要であり、当事者である発達障害児の親と地域の人々と、どち
らにも働きかけることが大切になる。この点について、平野（2013）は、信頼・互酬性・つなが
りなどを意味するソーシャル・キャピタルに関して、「ソーシャル・キャピタルを醸成する人材の
育成の前に、このような（地域でつながりなく暮らしている）住民と個々に信頼を築き、輪につ
ながる道筋をつけること」が保健師の役割と述べており、当事者への支援が第一義的に重要であ
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ることを示している。また、冨尾他（2012）によると、共助の実施状況は、自助レベルが高くな
るほど高水準となっており、自助が実施されている世帯ほど共助の実施状況も良好と示している
（冨尾・佐藤元・松田・古賀・水村・柏木・中澤・小林，2012）。これらから、災害への備えの『要』
となる「日頃から地域との繋がりを築く」ためには、まず自助として発達障害児の親が地域との
繋がりをもとうとすることが重要であり、親への支援を明らかにすることが取り組むべき課題と
考えられた。 
発達障害児の親のレジリエンスに関する研究の動向としては、Suzuki et al による養育レジリエ
ンス質問票（PRQ）（Suzuki，Kobayashi，Moriyama，Kaga，Hiratani，Watanabe，Yamashita，and Inagaki，
2015）や、Santoso，Ohshima，Bonbje，and Ito（2015）による自閉症スペクトラム障害児の母親の
日常生活におけるレジリエンス尺度（RDAS）など、尺度開発に関する研究がすすめられている。
レジリエンスの向上に関連する研究は、山下（2014）、西嶋・松浦・星田（2015）によるトリプル
P による介入の報告がみられるものの、地域との繋がりや地域社会生活におけるレジリエンスに
着目した研究はまだみられない。入江・津村（2011）による、知的発達障害児を抱える家族のフ
ァミリーレジリエンスを育成するための家族介入モデルでは、「地域と家族をつなぐ」介入の重要
性が述べられている。ここでの「地域と家族をつなぐ」介入とは、家族が地域の資源や同じ障害
児を抱える家族と繋がることを指している。「自閉症の人たちのための防災・支援ハンドブック」
（日本自閉症協会，2012）には、災害時において「支援者側の強固と思われたネットワークは一
部が欠けると麻痺する」と書かれている。サービス資源や障害のある児の親同士とのつながりの
範囲を超えて地域との繋がりをつくっていくうえで、発達障害児の親がレジリエンスを高めてい
くことが災害への支援として重要と考える。 
 
Ⅱ．研究目的 
本研究の目的は、地域社会生活におけるレジリエンスの向上により、災害時に支えとなり得る
地域との繋がりをつくることに着目した、発達障害児の親に対する災害への備え促進プログラム
を開発することである。 
 
Ⅲ．研究の意義と期待される成果 
 本研究のプログラムにより、発達障害児の親が地域社会におけるレジリエンスを高め、災害時
に支えとなりうる地域住民との繋がりをつくることができれば、災害時に本人・家族の心身の安
定や安全・生活の安定をもたらすことが可能になると考える。具体的には、発達障害児と家族が
最初から諦めずに避難所に行くという選択肢がもてる、避難所に行くかどうか近所の人と相談で
きる、誰かと一緒に避難所に行ける、発災時の生活を誰かと一緒に助け合いながら乗り越えられ
る、などが可能になることを期待している。さらに、そのような状態が実現可能になれば、発災
時の経験が、本人の強みの発揮・発見、本人家族の自信や喜び、自己肯定感の高まりが得られる
機会になりうると期待される。 
 また、公衆衛生領域においては、2012 年に「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（厚
生労働省，2012）が改正され、ソーシャル・キャピタルを活用した自助及び共助の支援を推進し
ていくことが新たに盛り込まれた。続く 2013 年に改正された「保健師活動指針」（厚生労働省，
2013）においても持続可能でかつ地域特性をいかした健康なまちづくり、災害対策等を推進して
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いく必要性が明記されている。本プログラムは、発達障害児と家族が地域社会の中で安心してそ
の人らしく暮らせ、災害に備えられることを目指した地域看護実践において、活用可能なツール
の一つになると考える。 
 
Ⅳ．用語の定義 
 
１．地域との繋がり 
「地域」とは、発達障害児および家族が暮らす家を中心とした小中学校区程度の生活エリアを
範囲とし、「地域との繋がり」とは、地域で生活している人と人が互いを知っていて、何らかの直
接的な関わりを持っている状態を示す。近所、学校・幼稚園・保育所、地域の組織（町内会、子
ども会）、習い事などを通した付き合いが含まれる。繋がりの内容や深さは、お互いに顔はわかる
が名前は知らないという程度から深い付き合いまで様々なものを含む。繋がりは、人と人との支
え合いを生む基盤と位置付ける。 
 
２．災害への備え 
 災害への備えとは、「地域との繋がり」と、地域の人との直接的な関わりを必要としない、自分
やこども、家族でできる備え、すなわち「家族でできる備え」から構成されるものとする。「家族
でできる備え」は、菅原他（2012）が自閉症児を持つ家族の「自助」の柱として示している、物
的備え、避難ルートや避難所の下見・災害を予測した訓練、本人の力を育てる、などを含む。 
 
３．地域社会生活におけるレジリエンス 
 Grotberg（2003）と Masten，Best，and Garmaezy（1990）の定義を参考とし、本研究における地
域社会生活におけるレジリエンスとは、「発達障害児の親が、隣近所や学校などの集団生活の場を
含む地域社会の中で人と関わり合いながら子育てをしている過程において、苦しみや悩み、ショ
ックを伴うような困難に直面した時、対処したり、立ち直ったり、成長したりするプロセス、能
力および結果」であり、「誰もが持ち、高めることが可能なもの」とする。 
 
４．発達障害児の親 
発達障害児の親とは、障害特性から集団生活での困難をきたしやすい、Autism Spectrum Disorder
（自閉症スペクトラム障害、以下 ASD と示す。）または Attention-Deficit/ Hyperactivity Disorder（注
意欠如・多動性障害、以下 ADHD と示す。）のいずれかの障害がある（併存を含む）、概ね 3 歳か
ら 12 歳（幼児期から学童期）の子どもをもつ親とする。加えて、本研究では中等度以上の知的障
害を伴わない児の親を対象とする。その理由は、1 点目に各市町村が定める避難行動要支援者に
ついて、重度の知的障害者は基準に明記されているが、発達障害のみでは基準に含まれておらず
公助としての支援が得られにくい状態と考えたこと、2 点目に、浅野他（2011）による「MR を伴
う ASD 群」より「高機能 ASD 群」の方が親自身のストレスは有意に高いという知見を踏まえ、
知的障害を伴わない発達障害児の親の地域社会生活におけるレジリエンスを高める必要性が高い
と考えたからである。 
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第２章 文献検討 
Ⅰ．発達障害児の親の災害時および地域との繋がりに関する課題の検討 
 
１．災害時の地域住民との関係および支援ニーズに関する検討 
 発達障害児の親にとって現実的に災害への備えの優先順位は必ずしも高くないこと（阿部・白
井・北村，2011）、災害時と平常時に共通して「周囲への負い目」という課題があること（細谷他，
2017）を確認した。また、武田・多田（2013）による報告から共助の要である自主防災組織の発
達障害児への支援の認識や知識がかなり低いという課題もあることが確認された。 
 
２．発達障害児の親の困難・ストレス、対人関係上の課題と心身の健康 
１）困難・ストレス 
発達障害児の親は他の障害児の親よりもストレスが高く（植村・新美，1985；蓬郷他，1987；
稲浪他，1994）、特に高機能の発達障害児の親のストレスが高いこと（浅野・古津・大橋・吉田・
門間・山本，2011）、発達障害児を持つ親の抑うつ度は健常児を育てる親よりも高い（竹内，2000）
ことが確認された。ストレスや困難の要因や性質には、コミュニケーションの難易性（中塚・清
重，2009）、日常生活での負担、将来への不安、社会からの差別や偏見（丹羽，1991）、障害の見
えにくさによるサポートを得ることの難しさ（相浦・宇治森，2007）、周囲との間で生じる困難（五
百蔵・山口，2014）があることが確認された。 
 
２）親自身の対人関係上の課題と心身の健康 
芳賀他（2009）によると、発達障害児の親自身も発達障害の遺伝素因を持つ場合があり（芳賀，
2009；芳賀,2010；芳賀・久保，2006）、親自身が発達障害である場合に地域との繋がりづくりの
難しさが障害のない親よりも高くなる可能性を視野に入れる必要があると考える。また、うつや
抑うつ状態にある場合や睡眠の質が悪い場合は子どもへの見方が否定的になることも示されてお
り（今泉・ 樋口・ 岡戸・田副・小澤・成田・小関・成田，2013）、養育レジリエンスの一つであ
る「育児への肯定的捉え方」に影響を及ぼすことが考えられ、親自身の心身の状態を視野に入れ
る必要があると考える。 
 
３．地域との繋がりづくりに関する課題 
１）日本における地域との繋がりの希薄化 
平成 19 年版国民生活白書（内閣府，2007）によると、日本において地域との繋がりが希薄化し
ている実情があり、発達障害児の親と地域住民との繋がりにおいても構築しにくい現状があるこ
とが推察される。しかしながら、多くの人は困ったときには助け合いたい、いざという時は近隣
関係を頼りにしているという実態も示され、災害への備えとして地域との繋がりをつくる潜在的
なニーズがあることも確認された。 
 
２）障害に対する偏見や差別について 
障害に対する差別や偏見は、安達（2013, 2015）が述べているような地域社会からの差別・偏見
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という現象もあるが、同じ障害を持つ親や自分の両親、そして親自身による障害への差別・偏見
も存在することが確認された。今（1997）が述べるようにそれは個々人の問題であり、コリー・
宮﨑（2010）の文献からも、最も影響が大きいのは、親自身による障害への差別や偏見の意識で
あると考える。そして、親自身の障害への差別や偏見に影響を与えるものとして、社会や身近な
親族、同じ障害を持つ親からの差別や偏見があると考える。親自身の障害への見方は障害の受容
に通じる内容であり、後述するレジリエンスと相互に作用する可能性があるものとして、本研究
では見ていく。 
 
Ⅱ．レジリエンスに関する理論的検討 
 
１．レジリエンスの概念と定義 
Luthar，Cicchetti，and Becker（2000）は、Garmezy（1990）、 Luthar & Zigler（1991）、Masten, Best, 
& Garmezy（1990）、 Rutter（1990）、Werner & Smith（1982, 1992）らの文献に基づき、レジリエン
スの概念に含まれる重要な条件は、（1）重大な脅威もしくは深刻な逆境への暴露と（2）発達過程
における重大な急襲にも関わらず肯定的な適応を達成することであると述べている。逆境につい
ては、概念が使用された当初は重大、深刻な状況において用いられていたが、近年では生活上の
ストレッサーにおいても用いられるようになっており（井隼・中村，2008；田・田辺・渡邊，2008）、
本研究の着目する、地域社会生活における困難においてもレジリエンスという概念を用いること
は妥当と考える。アメリカ心理学会（2011）では「レジリエンスは個人によって有していたりい
なかったりするような個人特性ではなく、人の振る舞いや思考、行為に含まれ、学習し発展させ
ることが可能なものである」と定義している。井隼・田中（2008）は、レジリエンスについて「個
人内特性に着目した考え方（Wagnild & Young,1993; Jew, Green, & Kroger,1999）」と「個人が危機を
いかに取り扱うかという、適応機能の動的なプロセスを明らかにしようという考え方（Luthar, 
Cicchtti & Becker, 2000; Masten, Best, & Garmezy,1990）」について説明している。学習や発展は環境
と個人との相互作用のプロセスの中で生み出されていくものであり、本研究ではレジリエンスに
ついて学習や発展するプロセスとその能力の双方に着目することが必要と考える。 
 
２．レジリエンスの構成要素 
Grotberg（2003）は External Supprts をレジリエンスの一要因に位置づけており、Masten et al（1990）
もレジリエンスを規定する要因の一つに「家族、友人などからのソーシャルサポート、モデリン
グの対象となるような人物の存在」を「環境資源」として位置づけていることが確認できた。ま
た、アメリカ心理学会（2011）による説明からも、ソーシャルサポートはレジリエンスの主要な
要因であることが確認された。本研究で着目している「地域との繋がり」は、ソーシャルサポー
トの一部に含まれると考えられ、ソーシャルサポートはレジリエンスの一要因であることから、
「地域との繋がり」もレジリエンスを構成する要素と考える。 
  
３．発達障害児の親のレジリエンス 
１）レジリエンスの構成要素 
 発達障害児を持つ親のレジリエンス向上に関する研究が、稲垣他（2015）によって行われてお
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り、その一環として、鈴木他（2015）によって自閉症スペクトラム児（者）をもつ母親の養育レ
ジリエンスの構成要素が明らかにされている。また、養育レジリエンス質問票（PRQ）の開発が
なされている（Suzuki et al，2015）。本研究において、発達障害児の親のレジリエンスを量的に測
定する尺度として、ソーシャルサポートに関する要因が明示されており、信頼性も確認されてい
る「養育レジリエンス質問票（PREQ）」が適していると考えた。また、五百蔵・山口（2015）の
研究から「感情調整」という因子が困難感の低減に影響すること、浅野（2003）による研究から
「変化に対する順応力、柔軟性」という視点も注目すべき要因と考えられた。 
 
２）レジリエンスのプロセス 
発達障害児の親を対象にした M. Bayat（2007）による「自閉症の子をもつ家族のファミリーレ
ジリエンスの要因」、飯田・二宮（2016）による「学齢期の自閉症児を抱える家族のファミリーレ
ジリエンスにおける父親役割の遂行過程」、松井他（2016）による「発達障害児をもつ親の会に属
する母親が子育てにおける前向きな感情を獲得する過程」の 3 つの研究に共通している内容とし
て、「資源（支援機関）の導入・活用」があった。また、松井他（2016）の知見では「周囲の身近
な人間による支えに気づく」や「地域の発達障害児と母親にも目を向ける」といった地域との繋
がりに通じる知見も見られた。 
M. Bayat（2007）と飯田・二宮（2016）の明らかにしたプロセスには、最初に、障害の肯定的
な意味づけや受容への切り替え、というプロセスが含まれていた。一方で、鈴木他（2015）は、
慢性的悲哀の感情を示し、かつ養育レジリエンスが高い母親の事例を挙げ、養育レジリエンスは、
障害受容とは独立するものと考えられると述べている。これについて、田中（2015）による文献
や、障害の受容に関する Drotar（1975）による段階的モデル、Olshansky（1962）による慢性悲哀
説、中田（1995）が示す螺旋形モデルの検討を加えた結果、本研究において、障害の受容はレジ
リエンスと相互に作用する可能性はあるが、プロセスの最初に位置付くという性質のものではな
く、慢性的悲哀状態においても、悲嘆と回復のプロセスを繰り返す状態においてもレジリエンス
は見られたり、向上したりするものと考える。 
 
Ⅲ．レジリエンスを高めるプログラムに関する文献検討 
発達障害児の親に対するレジリエンス向上に関わる支援として、トリプルＰを用いた研究的な
取り組みが行われつつあることが確認された（山下，2014；西嶋，2015）。また、人と人との繋が
りに関する知見として、発達障害児の「家族集団」内での「孤立感」、育児について父母間で「孤
立」する母親や社会との関係において「孤立感」を抱えている家族、という孤立の連鎖構造があ
り、「共感と受容」に基づく関係性の基礎を構築する重要性が述べられていた（大曾根，2011）。 
 レジリエンスを高めるプログラムについては、ラシッドとセリグマン（2011）による PPT（ポ
ジティブサイコセラピー）の 14 のセッション、セリグマンによる「反論法」、「ペン・レジリエン
シー・プログラム（PRP）」、Boniwel ら（2009）による「SPARK レジリエンスプログラム」、ライ
ビッチとシャテー（2002 宇野訳 2015）による７つのレジリエンススキルについて内容を検討し
た。日本においては、平野（2015）が、レジリエンスを高める臨床心理学的 Web サービスの開発
を行っている。以上のプログラムの内容には、自己の理解や解釈を別の見方で捉えなおす、考え
方を変えるといった内容が複数みられた。  
8 
 
第３章 研究の理論的枠組み 
Ⅰ．理論的基盤 
 レジリエンスの理論的基盤は、Grotberg（2003）による「I AM」、「I CAN」、「I HAVE」からなる
枠組みを用いる。その理由は 2 点あり、１つは地域社会生活の中で生じる困難は、対人関係上の
問題が中心をなすと考え、その問題への対応に関する要素が「 I CAN（ Interpersonal and 
Problem-Solving Skills）として明示されているからである。もう１つは「地域との繋がり」に関す
る要素が External Supports、すなわち「I HAVE」として明示されているからである。加えて、レジ
リエンスを捉える視点として以下の 2 つの枠組みを補足として用いた。1 つ目は、発達障害児の
親のレジリエンスを捉える視点として、Suzuki et al（2015）による養育レジリエンス要素質問票
（PREQ）の質問項目である。「A. 子どもの特徴に関する知識（6 項目）」は養育技術の基盤をな
すと考え「I CAN」に、「B. 社会的支援（6 項目）」は「I HAVE」に、「C. 肯定的な捉え方（4 項
目）」は「I AM」位置づく要素とした。2 つ目として、本研究はレジリエンスを高めることで地域
との繋がりを築いていくための支援に結びつけることをめざしており、「獲得的レジリエンス要因」
を明示している平野（2010）の「二次元レジリエンス要因尺度（BRS）」を用いる。「資質的レジ
リエンス要因（12 項目）」は「I AM」に、「獲得的レジリエンス要因（9 項目）」は「I CAN」に位
置づく要素とした。 
 
Ⅱ．研究枠組み 
 本研究の枠組みを図 1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 研究枠組み 
 
I HAVE 
社会的支援（PREQ) 
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子どもの特徴に関する 
知識（PREQ) 
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肯定的な捉え方 
（PREQ) 
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要因（BRS） 
地域社会生活におけるレジリエンス 
地域との繋がり 
長期的な効果の方向 
災害への備え 
家族でできる備え 
助け合いによる生活の場
や物資の確保による 
生活の安定 
 
馴染みの人や場と共にい
ること、声かけによる 
心身の安定 
＜災害時＞ 
日常生活の 
安心・暮らしやすさ、 
その子の持てる力の発揮 
＜平常時＞ 
（凡例） 
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Ⅲ．研究の構成と研究目標 
本研究は研究Ⅰから研究Ⅲの３段階により構成する。各段階の研究目標は以下のとおりである。 
 
研究Ⅰ 
研究目標 1-1．発達障害児の親の災害への備えの実情について、地域との繋がりに着目して明らか
にし、支援ニーズを導き出す。 
研究目標 1-2．発達障害児の親の地域社会生活におけるレジリエンスの構成要素と向上の様相を明
らかにし、支援ニーズを導き出す。 
 
研究Ⅱ  
研究目標 2-1．研究Ⅰに基づき、プログラム（案）を作成する。 
研究目標 2-2．専門家への意見聴取によりプログラム（案）の適切性や安全性、内容の妥当性につ
いて検討し、修正する。 
  
研究Ⅲ 
研究目標 3-1．プログラムを試行し有効性を検証する 
研究目標 3-2．プログラムの実施結果と有効性の検証結果に基づき実用化に向けた改善を検討する。 
 
 
第４章 研究Ⅰ 
Ⅰ．研究目的 
地域社会生活におけるレジリエンスの向上により、災害時に支えとなり得る地域との繋がりを
つくることに着目した、発達障害児の親に対する災害への備え促進プログラム立案に向けて、発
達障害児の親の地域との繋がりに着目した災害への備えの実情、および地域社会生活におけるレ
ジリエンスを解明し、支援ニーズを導き出すことを目的とする。また、「養育レジリエンス質問票
（以下、PREQ）」および「二次元レジリエンス要因尺度（以下、BRS）」について、プログラムの
レジリエンス向上の効果を測定するツールとして適用が可能であるか検討を行った。 
 
Ⅱ．研究方法 
１．研究デザイン 
 できごとや現象をありのままに記述し、包括的な理解を目指そうとするため、記述的質的研究
（ポーリット＆ベック 2004 近藤監訳 2011）を用いた。なお、レジリエンスに関しては、質問紙
調査を補足的に用い、記述的質的研究を中心とした混合研究法とした。 
 
２．研究フィールド 
過去 30年程度、大規模自然災害が発生していない地域であり、地域特性によって災害の影響や
人の繋がり方に違いがあると考え、都市部や沿岸部を含む地方の地域等を含めた。 
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３．研究参加者と選定方法 
本研究で規定する発達障害児の親であり、かつ、インタビュー可能な健康状態にあり日本語で
のコミュニケーションが可能で、研究参加に同意が得られた人（10 名程度）とした。研究参加者
の選定は機縁法とスノーボールサンプリングを用いた。 
 
４．データ収集方法 
 半構成的面接調査（個人面接）を中心とし、レジリエンスに関しては質問紙調査を補足的に用
いた。面接調査はインタビューガイドに沿って行った。インタビュー内容は、研究参加者の許可
を得た上で録音し逐語録を作成した。所要時間は 47 分～98 分、平均 64.7 分だった。質問紙調査
は面接調査開始前に実施、或いは、研究参加者の希望により、事前に送付しておき回答の上持参
とした。調査期間は、2017 年 10 月～12 月であった。 
 
５．データ収集項目 
面接調査では、基本情報のほか、災害への備えに関して、東日本大震災等過去の災害時の状況、
備えに対する意識、災害時に想定される心配・困難、備えの実施内容、自治会関係者や民生委員
等との面識などを含む災害時に頼れる人と日頃の地域との繋がりの状況を聴取した。地域社会生
活におけるレジリエンスに関しては、困難やストレスを感じた場面（1～2つ程度）について、場
面の状況（誰といつ、どのような状況）、どのような困難やストレスが生じたか、困難やストレス
についてどのように考え、軽減や解決に向けてどうしたか、活用した資源や人、その後の自身の
考え方・感じ方や行動および子どもや地域住民の変化があればその内容を聴取した。 
質問紙調査は、「養育レジリエンス質問票（PREQ）」（資料 1）および「二次元レジリエンス要
因尺度（BRS）」（資料 2）を用いた。 
 
６．分析方法 
１）災害への備えの実情 
事例ごとに災害への備えの実情について語られている部分の逐語録を取り出し、端的に表現し
コードを作成した。全事例のコードを調査項目ごとに集め、意味の類似性により分類整理した。 
 
２）地域社会生活におけるレジリエンス 
事例ごとに、逐語録を精読し、地域社会で生活している中で生じた困難やストレスについて語
られている部分とその困難やストレスに対する考えやとった行動、活用した資源、その後の変化
が語られている部分を文脈のまとまりで取り出しデータとした。「困難な体験」についてはデータ
の内容を端的に表現しコードを作成した。「レジリエンス」については、「I AM」、「I CAN」、「I HAVE」
の枠組みを参考にデータの意味を考えながら内容を端的に表現しコードを作成した。それらコー
ドは、場面内および場面間の時間的経過の流れにそってプロセスが見えるように並べて配置した。 
次に、「困難な体験」について、全事例のコードを集め、意味の類似性により分類整理しカテゴ
リを生成した。「レジリエンス」のコードは、全事例のコードを集め、プロセスを軸にして変化や
結果を視点に持ちながら意味の類似性により分類整理しカテゴリを生成した。 
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３）レジリエンスに関する質問紙調査の分析 
各研究参加者の質問紙調査の要因ごとの点数について平均との差を算出した。点数の高低さと
面接調査の結果との比較検討を行うことにより、研究Ⅱにおいて立案するプログラムの効果を測
定するツールとして２つの質問紙を用いることが適切であるか検討した。 
 
Ⅲ．倫理的配慮 
 任意性の保障、安全性の保障、プライバシー・匿名性・個人情報の保護について配慮を行った。
なお、千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認を得た（承認番号 29-46）。 
 
Ⅳ．結果 
１．研究参加者の概要 
 研究参加者は 10 名で全員母親であった。研究参加者の子のうち、発達障害のある子は 15 名で、
8 名が ADHD のみで、他は ASD と ADHD 等障害を併せもっていた。 
 
２．災害への備えの実情に関する分析結果 
 分析結果を以下に示す。なお、（アルファベット）は事例 No を示し、カテゴリを【】、コード
を［ ］により示す。 
 
１）災害への備えに対する意識 
災害への備えに対する意識について【積極的に備えている】は 4 名（B,D,E,G）であり、【少し
備えている】は 5 名であった。【備えていない】は 1 名（F）であり、［災害について意識も備えも
していない］という内容であったが、「備えの実施状況」を尋ねていくと IC 機器の充電などを行
っているとの語りがあった。なお、10 名共に大規模災害の被災経験はなかった。 
 
２）災害時に想定される心配・困難 
子どもに関する心配・困難と家族全般に関する心配・困難に整理された。 
子どもに関する心配・困難は、【子ども 1 人の時の避難行動】についてと【避難所生活】に関す
る内容があった。【避難所生活】については［感覚過敏やパニックのため避難所生活はできないと
想定］が 2 名（B,C）、［集団生活の難しさや周囲への迷惑が心配］が 4 名（D,E,H,J）、［困難と思
うが自分の中でそういう事態の発生を想定していない］が 1 名（A）であった。一方、［人が好き
なタイプであり避難所に行くことでの心配はない］という内容も 2 名（G,I）から得られた。 
 
３）備えの実施内容 
日頃の地域との繋がり以外の、備えの実施内容については、家全体の備え、自治会の防災訓練
等への参加、および子どもに関する備えがあった。 
子どもに関する備えの実施内容としては、【子どもに向けた行動】、【周りの人に向けた行動】、
【自身の学習・情報収集】があった。【子どもに向けた行動】では、事例 B は［家以外の場所で被
災した時の約束事を決めている］といったことが行われていた。【周りの人に向けた行動】では事
例 E が［支援の必要な子のための別室を避難所に確保してもらおうと学校・地域の人との関係づ
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くりを継続中］であり、事例 H は［子どもの特性を理解して助けてもらえるように周りの人にた
くさん話す］ことを行っていた。【自身の学習・情報収集】としては、［子育て家族や障害児の親
向けの防災講座への参加］（D,G）や［障害児を受け入れられる施設の確認］（G）がなされていた。 
 
４）災害時に支えとなり得る地域との繋がり 
災害時に支えとなり得る地域との繋がりの実情は、繋がりの性質として「困った時に頼れる人」
と「見守りが得られる顔なじみの人」の２つのテーマがあった。「困った時に頼れる人」は、「頼
れる人が多い・複数人いる」、「頼れる人がいるけど少ない」、「頼れる人がいない」の 3 段階の実
情があり、「見守りが得られる顔なじみの人」については、「顔なじみの人が多い」、「顔なじみの
人が少ない・関係が浅い」、「顔なじみの人が乏しい」の 3 段階の実情があった。 
各事例の実情をみると、事例 H は、「子どもの特性を理解して助けてもらえるように周りの人
にたくさん話す」ようにし、子どもの運動グループ仲間など親同士の繋がりを通して「見守りが
得られる顔なじみの人」は多い状態であったが、[１人きりで子育てするしかないと思う]という語
りもあり、困った時に頼れるような深い関係にある人は乏しい状態であった。事例 I は、頼れる
人は多いが、顔なじみの人は少ない・関係が浅い状態であった。［近所の人とそこまで仲良くはな
い］とのことで、災害時に［近所の人がどこかに行ってしまった時には別の人に頼れるよう、選
択肢を増やしておかないといけない］と語っていた。事例 A は、頼れる人はいるけど少なく、顔
なじみの人も少ない・関係が浅い状態であった。[子どものいない近所の人とは話すが、通常学級
に通っている母との付き合いは避けている]という語りがあった。事例 J は、地域との繋がりとし
ては、頼れる人も顔なじみの人もいないか乏しい状態であった。親の会への所属があり、普段困
っていることはあまりなく、困ったことがあれば親の会の知り合いに話すだろうと語っていた。
また、「地域の避難訓練にも参加していないため、まずそちらの方をやらなくてはいけないのかな
という気持ちはある」という語りがあった。 
 
３．地域社会生活における困難な体験とレジリエンスの内容 
 分析結果を以下に示す。なお、（アルファベット）は表１の事例 No を示し、カテゴリは【 】、
サブカテゴリは＜＞を用いて示す。 
 
１）地域社会生活における困難な体験 
地域社会生活における困難な体験は 29 サブカテゴリから【１．学校・幼稚園等の教員や保育士
の障害の理解のなさと不適切な子どもへの対応に不信・不満を感じる】など 12 の困難な体験が得
られた。事例 B、事例 J は一つの体験のみ語られたが、他の事例は複数の体験があった。 
 
２）地域社会生活におけるレジリエンスの内容 
地域社会生活におけるストレスをきたす体験に対して、58 小カテゴリ、28 サブカテゴリ、16
カテゴリのレジリエンスがみられた（表）。カテゴリ【①】～【⑥】は相対的にプロセスの始めの
頃からみられたレジリエンスであり、【⑦】～【⑫】はプロセスの途中からみられたレジリエンス
であった。最後に、カテゴリ【⑬】から【⑭】は、プロセスの終わりの方で見られたものであり、
レジリエンスの中の「結果」に位置付く内容と捉えた。  
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表 地域社会生活におけるレジリエンスの内容 
 カテゴリ サブカテゴリ (事例) 
始
め
の
頃
か
ら
み
ら
れ
た
レ
ジ
リ
エ
ン
ス 
①状況把握のための行動を起こし相手
方や専門家に対応や支援を求める 
学校・園などに対応を求める（A,D,F,G,H,I） 
医療機関や専門家の相談・支援を受ける（A,D, E,F,G,I） 
関係者に状況を伝えておく・先生に対応をお願いしておく（B,D,E, G,I） 
困難が生じているその場に行ってみる(A,C,E,F) 
先生や他の子に状況を聞く・そのために関係づくりをしておく（D,I） 
社会的に発言する（I） 
②仲間や家族に相談し精神的支えを得
る 
仲間や家族、友人に話を聞いてもらう（A,D,G,H,I） 
愚痴話や相談ができる仲間との繋がりがある（C,G,J） 
③自分の感情を処理する 
いっぱい泣く（D,H） 
怒りの気持ちを相手には向けない（B） 
④無理をして頑張ってみる 
周りに合わせて頑張り子どもに無理をさせる（C,D,H） 
苦情を言う人に挨拶を続けてみる（C） 
⑤子どもに向き合い一緒に戦う 
子どもと一緒に対応を考える（D,G） 
子どもを肯定し続ける（D） 
社会で生きていくためにルールに合わせるよう信念を持ってしつける（F） 
⑥子どもの行動の意味がわかっている  子どもが攻撃的になったりパニックを起こす理由がわかっている（B,C,D,I） 
途
中
か
ら
み
ら
れ
た
レ
ジ
リ
エ
ン
ス 
⑦子どもの特性や障害に対する認識・
親の役割の考え方が変わる 
子どもの特性が理解できすっきりして吹っ切れる（C） 
発達障害であるかないかはさほど重要ではない・仕方ないという思いになる（G,I） 
謝るのが親の仕事という新たな考え方を知る（G） 
親が子ども同士の関係にまだ関わってもよいのだと思う（E） 
⑧子どもに合わせて対応を変え無理を
させないようにする 
子どもに合わせて対応を決める・変える（A,G） 
子どもに合わせて無理をさせないようにする（C,D） 
⑨相手の感情や親の責任を考え相手に
謝る 
親の責任を考え相手に謝る（B,G） 
相手の怒りや無理解は仕方ないと思い謝る（C,D） 
⑩子どものことを周りの人に説明する 
説明することが必要と考え、子どものことを積極的に周りの人に伝える（C,D,H） 
子どもの苦手なことと頑張っていることありのままを周りの母に伝えられるようにな
る（C） 
⑪相手の考えや行動の理由がわかる・
理解が得られなくても仕方ないと思
えるようになる 
言ってもわかってはもらえない・理解してもらえなくても仕方がないと思う（C,D,H） 
相手が嫌だと思う気持ちや相手の状況を推察する（C,G,I） 
話し合いやその場に行くことで誤解の理由や問題の原因が分かる（E,G） 
⑫理解が得られない人からは積極的に
離れる 
苦情を言う人やトラブルになった人から積極的に離れる（A,B,C,H,I） 
付き合う相手を選んで分ける（D,H） 
苦情について気にしないように開き直る（C） 
終
わ
り
の
頃
に
み
ら
れ
た
レ
ジ
リ
エ
ン
ス 
⑬理解が得られない人が多い中、わか
ってくれて見守り支えてくれる人が
でき救いとなる 
子どものことや親の気持ちをわかってくれて気軽に話せる人・見守ってくれる人ができ
た（C,D,H） 
わかってもらえない人が多いが、わかってくれる人がいる（D,H） 
障害や疾病を打ち明けてくる人・相談してくる人が現れる（C,I） 
助けを差し伸べてくれる周りの母、肯定してくれる専門家、許容範囲の広い高齢世代と
の繋がり（D） 
⑭子育てで大事なこと（学校や地域と
の良い関係の中で育てる・子どもの話
をよく聞き信じる・気軽に相談する）
の確信と力の獲得 
地元の地域や学校と理解し合える関係を作り、その中で子どもが育っていくことが大事
と思う（E,I） 
子どもの話をよく聞き、子どもを信じて応援することが大事であり親の役割と確信する
（G,I） 
子どもについて情報収集や気軽に相談する力がついた（C） 
⑮学校・園や親自身の対応が変わり、
周りの子どもの接し方も変わり、子ど
もの困難が解決する・自分も立ち直る 
学校・園の対応や改善により子どもの困難が解決する・親への誤解が解ける（D,G,F,I） 
自分の考えや関わり方を変えると子どもの状態が好転する・周りの子どもの接し方が変
わる（G,E） 
子どもの立ち直り・成長により自分も立ち直る・安心する（D,H） 
先生が変わるとクラスの子ども達の考えも変わる（G） 
専門的な支援で子どもが回復する（F） 
⑯自信や余裕ができ楽になる・他の親
子の役に立ちたいと思う 
自分の経験を他者に役立てたいと思う・アドバイスや声かけを行う（A,C,G,I） 
困難への対応の経験から自信や余裕がもて楽になった（C,G） 
自身の経験と照らし合わせて他の親子の幸せを願う（I） 
周りの目がそれほど気にならなくなり楽になった（C） 
14 
 
Ⅴ．考察 
 
１．発達障害児の親の災害への備えの実情 
 災害への備えの実情として以下の３点に課題があると考えられた。 
１点目の課題は、災害への備えの必要性に関する意識において参加者間で差がみられ、災害へ
の備えを意識していない、危機感はあまり感じられてないといった事例があった点である。阪神
淡路大震災においては火災による焼損棟数が約 7500 棟（総理府，2000）にのぼっており、また、
当該の関東地方の地域は首都直下地震等の高い発生確率が示されているが、火災等のリスクが想
定されていないなど、避難所に行かざるを得ない状況があり得ることが想定されていない実情が
確認された。 
２点目の課題は、災害時に必要な備えの個人差についてである。災害時に想定される子どもに
関する心配・困難は、当然ではあるが、子どもの特性や生活の実情によって異なっていた。「避難
所生活はできないと想定している」事例が 2 名あり、山本ら（2014）の研究においても、「避難所
に行くことはまずできない、どんなことがあっても避難所では暮らせない」と語っている事例が
報告されている。発達障害児者の防災について、新井ら（2012）は、「『つながり』は、単に人々
の意識の問題ではなく、社会システムとしてどこに居住していても得られるものでなければなら
ない」として福祉避難所の整備の必要性を述べている。そうしたハード面での対策を進め、福祉
避難所への避難という選択肢があることも一方で重要である。その上で、在宅避難を選んだ場合
や現実的に福祉避難所の整備がなく一般の避難所への避難が余儀なくされる場合、さらには一時
避難を終えた後の生活の支えとしても、地域との繋がりの必要性や重要性は変わらず位置付くと
考えられた。一方で、「避難所に行くことでの心配はない」という事例も２例あった。個々の子ど
もの特性に応じた心配・困難に合わせた備えを考える必要が確認された。 
３点目の課題は、災害時の支えとなり得る地域との繋がりに見られた個々の実情の違いについ
てである。結果において見出された「困った時に頼れる人」と「見守りが得られる顔なじみの人」
の２つの性質の繋がりの実情を統合すると図 3 のように示せると考えた。図 3 は、「困った時に頼
れる人」を「頼れる軸」、「見守りが得られる顔なじみの人」を「見守り軸」としてそれぞれ三段
階で示し、それらが重なり合うところがその人の「災害時の支えとなり得る地域との繋がりの実
情」を示すというものである。図 3 に示すように、事例 D,E,F,G は、頼れる人も顔なじみ人も多
い状態であるが、事例 J は、地域の繋がりとしては頼れる人も顔なじみの人も乏しい状態となっ
ている。事例 J や頼れる人も顔なじみの人も少ない事例 A ともに、生活エリア内ではないが、発
達障害児の親同士の繋がりや親の会の所属があり、現状で困っている状況は聞かれていない。事
例 E や H のように、地域の中で子どものことを理解してもらい繋がりを作ったり広げたりする必
要性を認識している人と、必要性を特に感じていない人との違いが浮き彫りになった。また、先
行研究（細谷他，2017）において、発災により理解者の喪失や関係の変化が起こることが確認さ
れており、事例 I が語るように、[近所の人がどこかに行ってしまった時には別の人に頼れるよう、
選択肢を増やしておかないといけない]といった必要性の想定について、研究参加者間に意識の差
があることが確認され、課題と考えられた。 
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図 2 災害時に支えとなり得る地域との繋がり 
 
２．発達障害児の親の地域社会生活におけるレジリエンスの様相 
発達障害児の親の地域社会生活におけるレジリエンスをいかにすれば高められるかを導き出す
ために、結果を基に、各事例の時間的経過の流れを確認しながら、レジリエンスの様相を検討す
る。なお、【１】【①】等は結果３のカテゴリを示している。 
まず、ストレスをきたす体験に対して最初にみられたものは「I CAN」の要素である問題解決
行動であり、これには、トラブルの相手方や関係者に向かうものと、自分自身に向かうもの、そ
して子どもに向かうものがあった。【①】の専門家の支援や、【②家族や仲間に相談する・精神的
支えを得る】には専門家や家族・仲間といった I HAVE の要素を既にある程度持っている中で I 
CAN を発揮していると考え、I  HAVE が I CAN を支え、I CAN がストレスをきたす体験に対応
している様相を図 3 の左側に描いた。 
レジリエンス【①】～【⑥】の問題解決行動や技術を発揮するプロセスを経て、次に、【⑦】と
【⑧】～【⑩】において、子どもの理解の深まりや自身の親役割に関する認識の変化に基づく、I 
CAN や I HAVE に向かう変化が確認できた。【⑦】で I AM（自己の認識）が変化した事例 C,E,G
や【⑩子どものことを周りの人に伝えるようにする】を行っている事例 C,D,H は、【⑬】の I HAVE
を新たに獲得した状態や、【⑭】の子育てで大事な事を確信する状態に至っていることを確認した。
この中で事例 C と G は、【５】の「周りの目が気になる」という自分の中から生じるストレスを
きたす体験があったが、積極的な諦め、すなわち、「覚悟ができる」といった変化が生じ、問題解
決行動の仕方（I CAN）が変り、I HAVE や I AM の変化が生じていた。これらの様相を図の左側
から上方向に進む矢印の先に示し、「子どもの理解と親自身の自己理解の方向」と名付けた。 
一方、8 名から見られた【⑫理解が得られなくても仕方がないと思えるようになり、そういう
人からは積極的に離れる】について、平野（2010）の獲得的レジリエンスである「他者心理の理
解」のうち、鈴木（2015）が述べている「無理解者の認容」にあたる内容が自身の中に生じてい
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ると考えた。これにより、「積極的に離れる」という I CAN がみられた。事例 C についても近隣
住民からの苦情についてはこの対応が見られていた。各事例の時間的経過の流れを確認すると、
この対応がみられた後に、ストレスをきたす体験に対するレジリエンスの変化は確認できなかっ
た。これらの様相を図の左側から下方向に進む矢印の先に示し「他者理解の方向」と名付けた。 
「積極的に離れる」は、本研究で 10 名中 8 名にみられ、発達障害児の親が、生活の中での脅かし
を避け精神的な安寧を確保するためには必要性の高いレジリエンスと考えられた。 
 これら２方向のレジリエンス向上の様相が確認された中で、「地域との繋がり」を築いていくた
めには「I HAVE」の要素の広がりが必要となり、「他者理解の方向」に進む様相だけでは「I HAVE」
の要素の広がりは得られにくいと考えられた。先行研究（細谷他,2017）においては、『無理解者
の認容』という概念を含むレジリエンスを高めていくことが地域住民とのつながりを築き災害に
備えるための支援として重要と考えたが、「無理解者の認容」だけではなく、レジリエンスのプロ
セスの中で、子どもの理解の深まりや自己の認識の変化が生じることが一つの鍵になると考えら
れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
図 3 発達障害児の親の地域社会生活におけるレジリエンスの様相 
 
３．発達障害児の親の災害への備えを促進するための支援ニーズの検討 
１）災害時に起こり得ることのイメージ化への支援 
課題の１点目と考えられた災害への備えの意識について、まずは、居住地域のハザードマップ
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を一緒に確認するなど、想定されている災害や過去の災害時の状況について情報を提供しつつ、
災害時の備えについて考えてみるという行為を支援することがまず必要と考えられる。調査にお
けるインタビューによって、「これからすぐにヘルプカードをもたせる」と発言があった事例もあ
り、非日常である災害時の備えについて考えるきっかけ作りが重要と考えられた。 
その上で、課題の２点目に挙げた個々の子どもの特性や生活状況を踏まえて、どのような場面
でどのような困りごとが生じうるか、避難所での生活や自宅避難などの状況を想定し、具体的に
考えてみることを促す支援が必要と考えられた。 
 
２）必要な備えと地域との繋がりに対する自己の状態の判断への支援 
 支援の１）において「災害時に起こり得ることの具体的なイメージ化」ができた後には、今現
在の自身や家族の災害への備えを振り返り、足りない部分や家族だけでは対処できず誰かの支え
が必要になる場面があるかを具体的に想定してみることが必要と考える。その上で、今現在の災
害時に頼れる人について、合わせて振り返ることにより、災害時の備えとしての地域との繋がり
の必要性について自身で考える機会を提供できるのではないかと考えた。加えて、振り返りの際
に、考察１で示した図 3 を活用することによって、災害時の支えとなり得る地域との繋がりの状
態を「深い付き合いの頼れる人」の要素と「子どものことを分かってくれる人や見守ってくれる
人」の要素の２側面から視覚的、客観的に振り返ることが可能になると考えた。災害時の支えと
しては、物資の確保や災害後の種々の手続き等のため子どもを一時預かってもらえるような「頼
れる軸」の深さと、避難所等集団生活や集団行動が必要になる場面において、声かけや見守りが
多く得られるような「見守り軸」の広さとの両面があれば、心身の安定や安全・生活の安定（細
谷他,2017）につながると考える。 
 
４．レジリエンス向上による地域との繋がりづくりに向けた支援の検討 
１）「子どもの理解と親自身の自己理解の方向」にすすむ様相における傷つきからの立ち直りを支
える存在 
 はじめに、「I HAVE」すなわち理解者が広がる方向における課題として、「子どもの理解と親自
身の自己理解の方向」にすすむ様相において、事例 C,G,H に示されたように、相当の困難や深く
傷つく体験をする中でそれらの認識の変化が生じるという点が挙げられる。田中（2015）は、最
も大きな「危機的状況」にあたって、スピリチュアルな次元での「気づき」を得ることが喪失か
らの回復を支えることとなると述べており、まさに、危機的なストレスをきたす体験への直面が
レジリエンス向上をもたらしていると言える。人との繋がりを広げる方向に向かった時に見られ
た【３．身近な人に説明しても理解が得られず深く傷つく】のような、理解が得られると当然思
っていた人からの無理解に直面した時がまさに危機的な状況の一つと言える。このような時、事
例 G では同じ障害児を持つ親の仲間に救われた経験の語りがあり、誰か別の理解者や相談できる
相手が１人でもいることが危機を乗り越える支えになると考えられる。結果の中に見られた【⑯
自信や余裕ができ楽になる・他の親子の役に立ちたいと思う】という発達障害児の親や専門家と
の繋がりをまず構築していくことが、地域との繋がりを広げていくレジリエンスの基礎となると
考えられた。 
 
18 
 
２）他者理解の方向の「積極的に離れる」を活用し、新たな「地域との繋がり」を築いていく心
のエネルギーを蓄えていく 
 次に、「他者理解の方向」へのレジリエンス向上について検討する。「無理解者の認容」の方向
に進むだけでは地域との繋がりを築いていくことが難しいことは前述したとおりであるが、地域
社会の中で無理解者がいることは紛れもない事実である。そのため、理解が得られない人には、
「無理解者の認容」を大いに活用してストレスをきたす体験を遠ざけることにより、新たな「地
域との繋がり」を築いていく心のエネルギーを蓄えていくこともまた一方で、発達障害児を育て
る親にとって重要と考える。平野（2015）は、学生を対象とした研究の知見から、資質的レジエ
ンス要因の少ない人に対しては、積極的コーピングを促すよりも、まずは「聴いてもらう」サポ
ートを提供することで消極的コーピングによる回復を支え、同時に「教えてもらう」サポートを
求めていけることを目指しながら、問題に向き合うモチベーションや援助要請力を育むことが効
果的と述べている。発達障害児の親の地域社会生活におけるレジリエンスとしては、考えない・
その場にとどまるといった消極的コーピングではなく、「積極的に離れる」という対応が回復には
重要と考えられた。 
 結論として、「子どもの理解と親自身の自己理解の方向」および「他者理解の方向」双方のレジ
リエンスを向上していけることが発達障害児の親にとって、地域との繋がりづくりに向けて重要
と考えられた。 
 
３）自分自身の壁に対し災害時および平常時の今を合わせてどうありたいかを共に考える 
 最後に、【６．周りの親から偏見を持たれ距離を置かれていると感じ自分の中の壁を壊せない】
という自身の中から生じる課題について検討する。本カテゴリが見られた事例 J は、ストレスを
きたす体験もこのカテゴリのみであったが、レジリエンスのデータも【②家族や仲間に相談する・
精神的支えを得る】のみが見られており、ストレスをきたす場面への直面が少ない分、レジリエ
ンスの獲得も少ない状態であったと考えられた。「自分自身の壁」はまさに自分を守る壁であり、
普段の生活の安寧を守るためには重要な意味を持つ。しかしながら、安達（2013）の言う「出会
う必要のない人たちが出会わないでいられるような社会の仕掛けが一掃される」災害時において、
支えとなり得る地域の繋がりを考えた時、その壁が心身や生活の安定を脅かすものになる可能性
があることも先行研究（細谷他,2017）から言えることである。壁を壊す必要に迫られる時がまさ
に災害時であるとも考えられ、その時の親子の置かれる状況と、平常時である今の状況とを合わ
せて発達障害児の親が客観視でき、どうありたいかを共に考えるような支援が必要と考える。 
 
Ⅵ．レジリエンスに関する質問紙調査の結果および考察 
２つの質問紙調査の結果について、要因ごとおよび合計点数について、平均値と標準偏差を算
出した。事例ごとに数値からみたレジリエンスの状態と、質的分析の結果を突合して検討した。 
 結果、PREQ の「社会的支援（SS の認識）」は、災害時に支えとなり得る地域との繋がりにおけ
る「頼れる軸」の深さを、BRS の「獲得的レジリエンス」は、同じく「見守り軸」の広さを反映
しうる可能性があると考えられた。また、「災害時に起こり得ることの具体的なイメージ化への支
援」には、「子どもの特性の理解」も必要になり、PREQ の「子どもの特徴に関する知識」の数値
は、効果を捉える参考に活用できるのではないかと考えられた。また、地域社会生活におけるス
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トレスの【６．周りの親から偏見を持たれ距離を置かれていると感じ自分の中の壁を壊せない】
というカテゴリと「肯定的な捉え方」の低さとにも関連があるのではないかと考えられた。 
 面接調査により得られた結果と必ずしも合致しない点も見られたが、災害時に支えとなり得る
地域との繋がりの状態やレジリエンス向上による地域との繋がりの構築に関連する内容と質問紙
調査の要因とが複数関連していると考えられるため、それらの内容に着目したプログラムの効果
測定ツールとして PREQ と BRS を試用することが適当と考えられた。 
 
 
第５章 研究Ⅱ－１（プログラム立案） 
研究Ⅱ-1 では、研究Ⅰにより得た知見に基づき、「地域社会生活におけるレジリエンスの向上に
より、災害時に支えとなり得る地域との繋がりをつくることに着目した、発達障害児の親に対す
る災害への備え促進プログラム（案）」を立案した。 
 
 
第６章 研究Ⅱ-２（プログラム案の検討と修正） 
Ⅰ．研究Ⅱ-２の目的 
研究Ⅱ-１で立案したプログラム（案）に対する適切性や安全性、内容の妥当性などについて意
見を聴取し、修正すべき点を明らかにすることを目的とした。結果を基にプログラムを修正し、
研究Ⅲで実施するプログラムを作成する。 
 
Ⅱ．研究方法 
１．研究参加者と選定方法 
発達障害児と親への支援経験が 10 年以上ある専門家、発達障害児と親への支援経験がありかつ
被災地での支援経験（被災直後から亜急性期頃）を持つ専門家、発達障害児の親向けのレジリエ
ンス向上に関するプログラム実施経験のある専門家、各 1～2 名、計 5 名程度とした。研究の参加
に同意が得られたものを研究参加者とした。研究参加者の選定は機縁法を用いた。 
 
２．意見聴取の方法と項目 
半構造的面接調査を基本とし、インタビュー内容は参加者の許可を得た上で録音した。また、
研究参加者の負担軽減を考慮し、参加者の希望に合わせて面接内容と同様の質問紙調査および面
接内容を提示の上、メール本文での回答を得る方法も用いた。調査期間は 2018 年 10 月～2019 年
1 月であった。なお、研究Ⅲのプログラム開始後（プログラム 1 回目実施時）に、研究参加者よ
り「発達障害児の親向けのレジリエンス向上に関するプログラム実施経験のある専門家」の紹介
と意見聴取の勧めを得て、プログラム 3 回目に行う「地域との繋がりづくりに向けたレジリエン
スを高めるワーク」を中心とした意見聴取を補足的に行った。調査期間は、2019 年 2 月であった。 
 意見聴取の項目は、プログラム（案）の内容について「発達障害児の親へのプログラムとして
の適切性・安全性と修正すべき点」、「災害への備え促進プログラムとしての内容の妥当性と修正
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すべき点」、「レジリエンス向上による地域との繋がりづくりを目指したプログラムとしての内容
の妥当性と修正すべき点」、その他、プログラムに対する意見である。 
   
３．分析方法 
録音内容を逐語録化したもの、または質問紙の記載内容、メールの記載内容をデータとし、意
見の内容ごとに整理する。意見を基にプログラム（案）を修正する。 
 
Ⅲ．倫理的配慮 
任意性の保障、安全性の保障、プライバシー・匿名性・個人情報の保護について配慮を行った。
なお、千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認を得た（承認番号 30-27）。 
 
Ⅳ．研究結果 
１．研究参加者の概要 
発達障害児と親への支援経験が 10 年以上ある専門家 2 名、発達障害児と親への支援経験があり
かつ被災地での支援経験（被災直後から亜急性期頃）を持つ専門家 3 名、発達障害児の親向けの
レジリエンス向上に関するプログラム実施経験のある専門家 2 名、計 7 名から協力を得た。 
 
２．プログラムに対する意見 
 「本プログラムの必要性や発達障害児の親の関心」については、価値があるという意見を 3 名
から得た。適切性や安全性について、親自身も発達障害の特性を持っている可能性があり、想像
力に乏しい親には場面設定が多く、負担になる可能性があるという意見や、抽象的な内容の苦手
さへの配慮などの意見があった。 
災害への備え促進プログラムとしての内容の妥当性については、親側の条件が整えば可能、イ
メージをさせてグループワークを行うので行動化しやすいのでは、行動化できなくても考えたこ
とはプラスになるのでそこを認めるとよい、といった意見を得た。 
「レジリエンスを高める上でポイントとなるプログラムの内容や進め方、配慮すべき点」とし
ては、「何か行動化した際に、もしだめだったらこうしようといった内容があると保証されて安心
できる」や「全く何も備えていなくてもよい、みんなそう、何を言ってもよいという安心感を持
てるように進める配慮が必要」という意見を得た。 
  
３．プログラムの修正 
 研究Ⅱ-１で作成したプログラム（案）を以下のように修正した。一つ目は、「イメージするこ
とや抽象的な思考が苦手な人、様々な教育背景の人がいる、ということを念頭にワークシート類
を具体的に答えやすいように変更する」である。二つ目は「様々な傷つき体験をしている人がい
ることを念頭におき、繋がりがなくても普通、考えてみるだけでも一歩、できなくても大丈夫と
思えるように支えるファシリテートを強化する」である。また、研究参加者 G からの意見を基に
シート８補足資料を追加した。 
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第７章 研究Ⅲ（プログラム試行による有効性の検証と改善） 
Ⅰ．研究目的 
 研究Ⅲの目的は、研究Ⅱで立案したプログラムを試行的に実施することにより、有効性を検証
し実用化に向けて改善することである。 
 
Ⅱ．実施版プログラムの概要 
１．プログラムの目的 
 発達障害児の親を対象とし、地域社会生活におけるレジリエンス向上により、災害への備え、
特に災害時に支えとなり得る地域との繋がりづくりが促進されることを支援する。 
 
２．プログラムにより期待する効果 
プログラムにより期待する効果として、「①居住地域の災害発生のリスクについてハザードマッ
プなどを通して知り、災害に備える必要性を自分事として考えることができる。」から「⑦災害時
の支えとなり得る地域との繋がりとして、どのような繋がりがあったらよいかを具体的に考え、
災害への備えと日常生活での安心の接点を見つけることができ、そのための一歩を踏み出すこと
ができる。」まで 7 つの内容を設定した。加えて、長期的波及的な効果を災害発生時と平常時に分
けて設定した。 
  
３．プログラムの構造  
プログラムは、ワークシートへの記述とディスカッションを繰り返す参加型形式とする。また、
３～６人程度の集団を対象とする。1 回 120 分、３回１コース、全期間は約４週間で行う。1 回
目は、研究Ⅰで明らかになった「災害時に起こり得ることのイメージ化」と「必要な備えの自己
の状態の判断」への支援により災害への備えを促進する基盤づくりを目的とした。2 回目は、「地
域との繋がりに対する自己の状態の判断」への支援を行い、地域との繋がりづくりに向け一歩を
踏み出すことの後押しを目的とした。3 回目は、期待する効果⑦の実行について振り返りから始
め、レジリエンスを高めるワークの一つとして、Boniwel ら（2009）による「SPARK レジリエン
スプログラム」の SPARK モデルを用いたワークを行った。 
 
４．対象者と実施者 
 対象者は、本研究で規定する発達障害児の親とする。「発達支援が必要なお子様の保護者」とい
う呼びかけに応じていただける人であり、発達支援が必要と認識している人が対象になると想定
している。 
 実施者は研究者自身である（ファシリテーター）。記録用のカメラ撮影、研究参加者の安全確保
（不利益の軽減）のために、研究者に加えて協力者を 1名配置する。 
 
Ⅲ．研究方法 
１．研究デザイン 
 研究デザインは、プログラムを試行的に実施し有効性を検証する、対照のない介入研究である。 
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２．プログラムの有効性を検証する視点 
 本研究におけるプログラムの有効性の検証は、「プログラムにより期待する効果①～⑦」がプロ
グラム参加中から終了後約 1 か月程度の間に研究参加者の発言やシートの記録から確認できるか
どうかを評価することにより行う。レジリエンスは、「養育レジリエンス質問票（PREQ）（資料 1）」
および「二次元レジリエンス要因尺度（BRS）（資料 2）」を指標として用い、数値の変化と、研究
参加者の発言やシートの記録等の質的データの分析結果を統合して向上について判断する。 
 
３．研究参加者と募集方法 
本研究で規定する発達障害児の親であり、研究の一環として行うプログラムの参加および調査
協力に同意が得られたものを研究参加者とする。募集方法は、研究Ⅰの研究協力者を通した方法
と研究Ⅰの研究参加者の所属している親の会を通した方法を用いる。 
 
４．データ収集方法と分析方法 
 調査は、事前調査、プログラム中の参加観察、終了時調査、事後調査を行った。プログラムは、
2019 年 2 月～3 月に、事後調査は、2019 年 3 月～4 月に行った。 
プログラムの有効性の検証（影響（impact）評価）は質的分析と量的分析の結果を統合して行
った。質的分析は、研究参加者のプログラム中の発言内容やシートへの記録等から「プログラム
により期待する効果」の①～⑦に対する反応をデータとして質的記述的に分析した。レジリエン
ス質問紙は、全参加者の合計と要因ごとの平均点の有意差をｔ検定により算出した。有意水準は
5％とした。加えて、効果量（r）を算出した。有効性の分析結果をもとに、効果を高めるための
改善、および、実用化に向けた改善について検討した。 
 
Ⅳ．倫理的配慮 
任意性の保障、安全性の保障、プライバシー・匿名性・個人情報の保護について配慮を行った。
なお、千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認を得た（承認番号 30-27）。 
 
Ⅴ．研究結果 
１．研究参加者の概要 
 小児リハビリテーション事業所の協力により募集したグループ（グループ A とする）と、親の
会を通して協力を得たグループ（グループ B とする）に対してプログラムを実施した。グループ
A は研究参加者 3 名、グループ B は研究参加者 6 名、計 9 名から協力を得た。 
 
２．プログラムの有効性に関する分析結果 
 災害への備えに対する意識への影響は 9 名にみられ、備えを促進する影響と抑制する影響があ
った。促進する影響では、「災害時の被害の実感やイメージ化と必要な備えの意識化」が全員に見
られた。家族でできる備えの行動化は、内容の違いはあるが全員に行動化がみられた。 
地域との繋がりに関する意識（I HAVE）への影響は 8 名から確認できた。本プログラムの主た
る目的でもある「災害に備えて地域の人と繋がる必要性の気づき」は 8 名から見られた。地域と
の繋がりづくりに向けた行動化について「プログラム参加をきっかけに繋がりづくりや問題解決
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に向けて行われた行動」が 8 名から確認できた。このうち、「助け合う関係になろうという思いを
相手と共有できる」などが 3 名にあった。 
 I AM への影響は 6 名から確認でき、I CAN への影響は 5 名から確認できた。 
レジリエンス尺度の測定結果は、PREQ の全項目の平均において終了時に、BRS では事後調査
時に全項目の平均および獲得的レジリエンス要因に有意傾向の上昇があった。 
 
Ⅵ．考察 
１．影響（impact）評価に基づく有効性の検証 
「災害に備えて地域の人と繋がる必要性の気づき」、および「地域との繋がりづくりに向けた行
動化」が参加者 9 名中 8 名にみられた。加えて、本プログラムの期待する効果は、「地域との繋が
りづくりの行動化」までであったが、地域との繋がりづくりの行動化があった 8 名のうち、「助け
合う関係になろうという思いを相手と共有できる」など「地域との繋がり」自体の変化がみられ
た事例が 3 名あった（事例 1,2,7）。この変化は、影響のレベル（McKenzie・Neiger・Thackeray, 2017）
として、親自身の意識や行動の変化、すなわち Intrapersonal Level に留まらず、地域の人との繋が
りの状態を示す Interpersonal Level の変化と言える。このため、本プログラムは、災害時に支えと
なり得る、地域との繋がりづくりを促進するプログラムとして一定の有効性があると考えられた。 
 また、地域との繋がりづくりの行動化の元となる、「災害に備える必要性」について、質的分析
の結果、「災害時の被害の実感やイメージ化と必要な備えの意識化」が参加者 9 名中 9 名全員に確
認できた。「災害に備えて地域の人と繋がる必要性の気づき」は 9 名中 8 名にみられており、災害
に備える必要性を実感することは、地域との繋がりづくりの必要性を気づかせるという意味にお
いて有効と考えられた。 
 
２．改善点の検討 
検討の結果、災害への備えの促進において、子どもの強みや役割発揮に着目した内容の改善な
どが必要と考えられた。地域との繋がりに向けた行動化の実現に向けたワークにおいても、子育
てにおける地域との繋がりの中での困りごとに焦点を当てるなどの改善点が見出された。 
 
３．本プログラムの対象基準と実施時に考慮・配慮すべき点 
本プログラムの適した対象として、親の資質的レジリエンス要因の状態、および子どもの年齢
について考慮が必要と考えられた。また、子どもの障害の状態にも考慮が必要と考えられた。 
 
 
第８章 総合考察 
Ⅰ．本プログラムの新規性および意義 
 序論において述べたように、災害への備えの一つとして地域との繋がりづくりの重要性は言わ
れているものの、それを具体的に促進する支援方法やプログラムは現在のところ明らかにされて
いなかった。本プログラムは、地域との繋がりづくりに向けた行動化（Intrapersonal Level）にお
いて 9 名中 8 名（89％）に効果があることが確認でき、3 名（33.4％）に、1か月後までの短期間
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においてではあるが地域の人との繋がりの変化（Interpersonal Level）が確認できた。従って、本
研究は、災害に備えて地域の人と繋がる必要性の気づきを原動力として、地域との繋がりづくり
を直接的に促進するプログラムを開発でき、既存にはないプログラムであり新規性のある研究知
見を得られたと考える。 
 また、災害時の被害の実感やイメージ化と必要な備えの意識化によって、災害に備えて地域の
人と繋がる必要性の気づきがもたらされても、それが実現できなければ有効な支援にはならない。
地域との繋がりの必要性に気づいた主体の行動化を、個々のニーズに即して地域社会生活におけ
るレジリエンスを高めることによって実現可能にしたという手法が、地域との繋がりづくりを促
進するプログラムとしてのもう一つの新規性と考える。 
国は、国連サミットで採択された、「誰ひとり取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある
社会を実現するための、持続可能な開発目標（SDGs）に則り、「SDGs アクションプラン 2019」
に取り組んでおり、その優先分野の一つに「国内外における防災の主流化の推進」が含まれてい
る（持続可能な開発目標（SDGs）対策本部, 2018)。誰ひとり取り残さない多様性と包摂性のある
社会における防災を促進する意味において、発達障害児がいる家族の災害への備えを促進する本
プログラムは社会的貢献の意義があると考えられた。 
 また、厚生労働省による「平成 28 年生活のしづらさなどに関する調査」によると、医師から発
達障害と診断された人は、48 万 1 千人と推計されている（厚生労働省，2018）。国は発達障害者
の支援のより一層の充実を図ることを意図し、平成 28 年に発達障害者支援法を改正した。その理
念には、障害に基づく差異を否定的な評価の対象としてではなく人間の多様性の一つとして尊重
し、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合
いながら共生する社会の実現に資することが規定されている。本プログラムは、発達障害のある
子がいる家族が、地域との繋がりの中で支え合いながら暮らしていくことを支援していくもので
あり、共生する社会の実現の一端を担うものとして、社会的貢献の意義があると考えられる。 
 
Ⅱ．本研究の限界と今後の方向性 
本研究の限界の第一は、発達障害児の親が研究対象ではあるが、実際の参加者が母親に限られ
ているという点である。研究結果から、父親との認識のずれにより災害の備えが抑制されるとい
う課題が確認された。家族看護学の知識を踏まえ、かつ発達障害（傾向）のある親への支援につ
いても研究を重ねて改善していく必要があると考えた。第二の限界は、本研究で評価しているプ
ログラムの効果は、実施後 1 か月という短期間に限定され、その範囲の中での有効性を検証して
いるという点であり、第三の限界は、本研究で得た知見は 10 名の研究Ⅰの参加者と 9 名 2 グルー
プの研究Ⅲの参加者の結果に限られるという点である。これらについて、今後、研究を継続的に
取り組み、転用可能性（transferability）を高めていく必要がある。その際には、関係機関と協働し
て、個別支援との連動や子どもに向けた災害への備えの教育との連動などを行うとより効果的に
実施できると考えた。また、学校や親の会をベースに展開していく際には当該地域の防災リーダ
ーや自主防災組織の人々などと協働して展開することにより、地域の共助力をより効果的に高め
ていくことが期待できると考える。 
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資料 1 養育レジリエンス質問票（PREQ）（Suzuki et al,2015） 
 
 
 
＊注：問いかけの文言は「お母さま」がとなっているが、父親の参加者には「お父さま」に読み替えて回
答を依頼する。 
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資料 21 平野（2010）による二次元レジリエンス要因尺度（BRS） 
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